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1. はじめに

熊本地震は 年 月に発生した．阪神淡路大地震，

東日本大震災の経験から，災害支援準備は整えられてい

たものの， 月 日の「前震」が発生した 時間後，

月 日にはさらに強い「本震」が発生し，地震による山

体崩壊，土砂崩れ等の２次災害が多発した．

交通，電力および通信も遮断される事態に陥り，交通

網は至るところで寸断され，限られた通行可能な道路に

車が集中し，大渋滞が発生するなど，交通の混乱が生じ

た．こうした状況の中で救援物資の輸送は困難を極めた．

東日本大震災時に避難所に物資が届かなかったことへの

対策として，内閣府と関係省庁が，物資輸送として「プ

ッシュ型支援」 を行うことが決定されていたが，今回の

熊本地震においても物流拠点から各避難所まで物資が届

かない事態が発生した．この結果，災害時において，市

民生活を支える救援物資輸送の重要性が再認識されるこ

ととなった．

本稿では以上を踏まえて，熊本地震が広域交通に及ぼ

した影響と緊急物資輸送の実態を概観する．

このため，これまでの大災害に関する交通混雑や物資

輸送に関する研究を概観した後，①九州全域の道路網を

対象として，熊本地震による道路の被災状況の時間的変

化に関するデータを整理し，時間経過に伴う道路網の回

復に対する広域交通流動の変化を明らかにする．そして，

地震発生から平成 年末までの間の九州全域の総走行時

間の変化に基づく時間損失額を推定して熊本地震の広域

交通への影響の評価を試みるとともに，緊急輸送道路ネ

ットワーク計画の基本的考え方について述べる．

次に，②九州地域内の救援物資輸送の走行経路と物流

の実態を調査し，その結果をもとに，地震後の道路通行

止めや規制が輸送経路，輸送時間に与えた影響と，集積

所での荷卸しと仕分け作業等の物流現場作業の実態を把

握し，課題と今後の救援物資輸送対応策について述べる．

既存研究

災害時の交通量・混雑，交通規制に関する研究

秋田ら１）は阪神淡路大震災発生から 日間に焦点をあ

て，震災当日に運転免許証を保有していた震災経験者を

対象としたアンケート調査結果をもとに，震災直後の大

渋滞を引き起こした一因である自家用車の利用について，

交通規制の実施が自家用車トリップを減少させる可能性

を持つことを示し，交通規制下においても自家用車の利

用意向が強い被験者の属性要因を明らかにした．

倉内ら２は阪神淡路大震災の際に記録された交通量感

知器のデータを用いて 交通量 を推計し，その結果か

ら震災時の交通発生集中パターンを分析し，交通規制が

道路網交通量に大きな影響を及ぼしたことを示した．

清田ら３は，東日本大震災で発生したグリッドロック現

象（）に着目し，震災時におけるグリッドロック現象の時

空間の拡大のプロセスの分析，ボトルネック箇所の抽出

を行い，特に首都高速出口周辺の道路に注目したグリッ

ドロック構造を考察した．

大口ら４は，東京 区を対象に，通常時と震災時の

交通量を仮定し，通常時及び東日本大震災時の現況再現

シミュレーションを実施し，交通渋滞状況に対応する緩

和施策について評価を行った．

今回の熊本地震では，交通システムの脆弱性に対して，

以下のような多くの課題が指摘された．

家田ら５は広域交通ネットワークの被災状況について

報告を行い，その中で熊本地震での施設被害と復旧の全

体的状況を紹介し，既往災害と比較した．その中で，発

災後からゴールデンウイークまでの間に，高速道路の通

第 回都市水害に関するシンポジウム， 年 月
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行規制が解除され，国道など一般道路での長期的な通行

止めを伴う被害は既往震災と比較して少なかったことを

示した．また，道路啓開 や広域的な交通マネージメント，

代替交通確保方策などに関する技術的知見やノウハウに

ついて，重要な課題と今後の方向性を提案した．

桑原ら６は都市交通の実態について報告し，地震直後の

道路交通規制箇所，都市内の渋滞状況，熊本市内流入旅

行時間の推移などの実態を示した．また，地震直後に実

施した対応策を現地での調査，交通・道路データサービ

スなどを通して明確にした．

溝上７は，交通量常時観測データ・スマートカードのバ

ス決済データから熊本地震後の熊本都市圏における道路

交通パターンと公共交通運行実態・利用状況を推計し，

本震後に観測交通量および総トリップ数の推定値が地震

前の ％程度に低下していること，バス利用者数が地震

発生後 週間程度大きく減少（路線によって 程度，

程度など）したが， 月のＧＷ明けから回復してきた

ことなどを報告している．

道路網への影響と道路網の代替性に関する研究

年の阪神淡路大震災では高速道路を中心に大きな

被害を受け，橋脚の倒壊，橋桁の落下など道路が被災し

た．この巨大災害をきっかけに交通システムの脆弱性が

指摘され，災害に強い道路網の形成を目指して多くの道

路網の接続性評価に関する研究が行われてきた．

宇佐美ら８）は道路の途絶の発生しにくさの評価を実務

レベルで用いるため，道路維持・管理業務で用いられて

いる「異常気象時通行規制区間数」，「過去の全面通行止

め実績」，「要対策斜面数」などの指標を総合化して評価

に組み込む方法を提案した．

飯田ら９）や若林 ）らは，リンク信頼度の与件のもとで，

ノード間信頼度（道路網の任意の 点間で，円滑な走行

移動が保証される確率）を効率的に求める方法を提案し，

交通量の確率的変動にもとづいてリンク信頼度を推定す

る方法を提案した．

一方で，自然災害発生直後には，救助・救援活動や緊

急物資の輸送のための緊急輸送路が確保されていること

（連結性）が求められる． 
倉内ら ）や瀬戸ら ）は道路網の接続性に着目して，災

害発生確率や，リンク途絶確率などの不確実性を排除し

た非重複経路 多重性 の考え方を用いて，道路網そのも

のを評価する手法を提案した．

外井ら 13)は，災害発生直後から応急復旧までを救助・

救援活動，支援物資輸送の機能が維持できる必要最低限

の道路網が確保されている状態と想定し，この状態の確

保を，道路網全体の多重性の視点から評価する考え方を

提案した． 
国土審議会政策部会防災国土づくり委員会 ）は，東日本

大震災の被害からの教訓として，東日本大震災では，道路

の啓開，復旧が迅速に行われたこと，新幹線の全線復旧が

阪神・淡路大震災と比較して短期間で実現したことの背景

に，阪神・淡路大震災における被害を踏まえ，耐震補強対

策を実施してきた結果，落橋等の致命的な被害を防ぐこと

ができたことや，個々の地域や施設の耐震性の強化等が着

実に進んできた成果をあげ，一方で，広域的ネットワーク

の整備の課題として，災害時の多様なモード間の相互補完，

地域内でのネットワークの代替性・多重性の確保，災害時

の代替性・多重性確保を踏まえたミッシングリンク５の解

消などをあげている．

救援物資輸送に関する既存研究

物資供給について，苦瀬ら ）は緊急物資輸送を①被災

地外から各県の集積場所まで，②県から市町村の集積場

所まで，③市町村から避難場所までの三段階に分けた．

東日本大震災で緊急輸送物資の過不足が生じた五つの原

因を挙げ，その問題点に対して，緊急支援物資輸送計画

を提案し，「プッシュ型」支援の実施が提言された．

物資輸送について，宮下ら ）は，道路の不通による輸

送障害，避難者と避難所を確実に把握することの困難さ，

情報通信手段の制約により輸送の停滞などを指摘されて

いる．また，苦瀬ら ）は集積所までの荷卸し作業や仕分

けが非効率であったことも指摘している．

土木計画学研究委員会の物流調査団 ）は，避難生活期

間の救援物資のニーズに対して柔軟に対応するため，「プ

ル型」と「プッシュ型」支援の間でバランスをとる必要

があること，また物流の混乱が生じやすいことなどが指

 路線 箇所 規制開始日時 規制内容 規制変更日時

番号 路線名 始点 終点 月/日 時刻 当初 現在 月/日 時刻
宇城 小川嘉島線 宇城市豊野下郷 （浄水寺橋） 橋梁段差 0：08 全面通行止め
宇城 国道218号 宇城市豊野寺村 法面崩壊 0：53 全面通行止め 解除 16：30
宇城 竜北小川停車場線 （小川跨線橋） 橋梁崩壊 1：05 全面通行止め
宇城 三本松甲佐線 美里町 218号交差点から 落石 0：08 2ｋｍ 全面通行止め

規制延長局番 振興局等 規制種別

表-1 防災情報記載例

図 1 通行止め箇所数推移
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摘された．また，輸送実態について，山本 ）は大手運輸

企業の物資輸送の具体的な取り組みと問題点を述べた．

伊藤ら は，南海トラフ巨大地震対策における政府調

達物資の供給計画と各府県の受援計画に関して，災害時

の支援物資のロジスティクスの観点から二次拠点の中継

作業の非効率性に言及し，二次拠点の廃止を提案すると

ともに，二次拠点を廃止した場合の問題点と一次拠点が

役割を果たすためのトラック数やフォークリフト数など

の機材の準備のための情報を検討している．

星野 ）は，荷卸し作業の混乱の原因は，物流業務経験

のない職員が荷卸し作業を行った場合が多く，必要物資

の品目，数量を把握できず，搬入管理と在庫管理が不十

分であったことが原因であると述べている．

西脇ら は，熊本地震に関する資料分析やヒアリング

を通して，すべての被災者のもとにタイムリーに緊急輸

送物資が届かなかったことの原因として， 関係者間の

コミュニケーションの問題， 協定書や計画書に関する

解釈の齟齬， 国・県・市町村の役割に関する認識の相

違という つの視点が欠如していたことを指摘した

3. 道路の被災状況の影響の時間的推移

(1) 研究の方法

九州地方整備局から提供された九州地方の道路網のリ

ンクデータと 交通量データ等および交通量配分６計

算ソフト を用いた．

通行止め解除階段に応じて対象リンクに通行規制箇所

を設定し，交通規制の解除段階別の道路網データを複数

作成し，解除段階別の各道路網に同一の 交通量データ

を利用者均衡配分法で配分した．そして，解除段階別に

遅れ時間，時間損失額の計算を行った．

(2) 通行止め箇所および通行止めの解除段階

平成 年 月 日と 日の熊本地震発生直後から，

平成 年 月 日までの期間において，内閣府ホーム

ページ 及び，熊本県防災ホームページ 上で公開され

た通行止め区間情報を収集し，表 のように整理した．

通行止め箇所は「全面通行止め」の場合のみとし，道路

ヶ所，リンク数で ヶ所を，配分計算時に考慮する

通行止め箇所とした．

通行止め箇所数７の推移を図 に示す．図 から，熊

本地震による道路区間の通行止めは箇所数としてはほと

んどが熊本県内で発生していることが分かる．また，通

行止め箇所数は，発災直後は ヶ所あったが， 月末に

は約 の ヶ所に減少している．その後緩やかに減少

し，発災後の 年 箇月を経た平成 年末には ヶ所

にまで減少しており，道路の復旧が進んだことが読み取

れる．

九州全域の 月 日，月 日と平成 年 月末に

おける通行止め箇所図を，それぞれ図 ，図 と図 に

示す．図 を見ると， 月 日には九州の高速道路のか

なりの部分が（ほとんどが点検のため）通行止めになっ

図-2 九州全域通行止め箇所 月

日

図-3 九州全域通行止め箇所 月

日

図-4 九州全域通行止め箇所 年 月

赤色は

通行止
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ており，九州全域にその影響が及んでいる．一方，図

では発災後約 週間の 月 日には高速道路の通行止め

は一部を残すのみとなり，通行止め区間の大部分が熊本

県内に存在している状況が読み取れる．

(3) 交通量配分結果による道路混雑の把握

交通量配分計算の結果から道路混雑状況を図

図 図 に図示した．交

通流図における線の太さが交通量を表し，線の色が混雑

度を表す．

図 と図 を比較すると，地震発生前には，混雑度８

はあまり高くなく，交通量の多かった九州自動車道や大

分自動車道ならびに，福岡都市高速道路の自動車専用道

路が地震直後に交通規制によって使用できなくなってい

る点や，熊本県全体の混雑度が増加し，混雑度が 以

上になっている箇所が増加していることが読み取れる．

(4) 遅れによる時間損失額

通行止め段階別に交通量配分を行い，各回において得

られた車種別交通量と各リンクの走行時間を，全リンク

について合計することで，通行止め段階別に九州全域の

総走行時間を算出した．感覚的に理解しやすくするため

に，車種別の時間価値原単位９を用いて，総走行時間に

対して時間費用評価 を行った．以下では，熊本地震の

影響を時間損失額でみることにする．

総走行時間費用及び，地震発生前との差をとった時間

損失額をそれぞれ図 ，図 に示す．本震直後の時間損

失額は地震前の総走行時間費用の約 ％に当たる．

しかし，翌日の 月 日には，多くの高速道路区間で

通行止め解除が行われたため，時間損失額が大幅に減少

している．このことから熊本地震直後には高速道路の通

行止めが九州全体に及ぼす影響が非常に大きかったが，

月 日以降は熊本県内の道路で発生する時間損失の占め

図-5 九州全域交通流図（地震発生前）

図-6 月 日

凡例

混雑度

― 以下

― 以上 未満

― 以上 未満

― 以上

図-7  月

図 8 総走行時間費用

図-9 時間損失額
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図-10 支援物資輸送体制 文献 より転載

る割合がほとんどであることが読み取れる．

次に，本震発生時の平成 年 月 日から時間が小

さくなり安定した平成 年 月 日までの期間を対象

とし，図 には九州全域における時間損失額の累計も示

している．平成 年 月 日時点における最終的な累

計時間損失額は約 億円となった．この被害額は熊本

地震が道路網の被災を介して地域にもたらした間接的被

害であるとはいえ，熊本県により公表された熊本地震に

おける熊本県内の被害額 のうち，電気・ガス施設の受

けた被害額が約 億円であることから，ほぼこれらの

物的被害に相当する額であるといえる．

4．救援物資輸送の実態

(1) 緊急救援物資輸送の概要

インフラの復旧，救援物資以外の物流が機能しはじめ

た初期混乱期後半以降は，政府供給物資以外に，各地方

自治体や民間企業，個人が直接手配した物資が物資集積

所へ到着するようになった．政府調達物資は，被災地近

くにある大手輸送会社の大型物流センターに集められた

のち，各被災地の物資集積所に輸送するのが基本である．

輸送ルートが定められている指定輸送業者とは異なり，

地方自治体や民間企業からの依頼で輸送する一般運送業

者は独自のルートで被災地へ輸送するため，その輸送実

態は把握できない．中小規模の輸送事業者に対しては，

国や自治体からの輸送要請や，他の民間組織からの依頼

もあり「プル型」と「プッシュ型」の両方がありうる．

そこで，本研究では，中小規模の一般輸送事業者それぞ

れの輸送実態に対して，調査と分析を行う．なお，以上

の支援物資輸送体制の概要を図 に示す 文献 より

転載 ．

(2) 実態把握のための調査

本調査では，災害時の発生直後における救援物資の輸

送実態を明らかにするため，中小規模の物流・輸送業者

に対してアンケート調査を実施し，九州地方で救援活動

に参加したトラック運転者の輸送行動を把握することに

した．調査はアンケート調査票を対象地域の輸送事業者

に郵送し，地震後輸送活動に参加したトラック運転者が

回答し，返送してもらう方法で行った．主な調査内容は，

①輸送実施の日，出発地・目的地，②輸送ルート（同封

した地図に手書き），道路の渋滞状況・渋滞区間，③③地

震発生前に同じ地域への輸送経験の有無，（経験がある場

合は）地震前・後で利用するルートの変化，④集積所お

よび避難所での荷卸し作業の混雑状況・待ち時間，⑤自

由意見，とした．

調査対象として，九州各県のトラック協会ホームペー

ジから福岡県及び熊本県トラック協会の会員となってい

るトラック事業者を抽出した．平成 年 月～ 年

月までに合計 通を郵送した．有効配布数 件の

うち， 件の回答があった（回収率 ％）．そのうち，

「輸送したことはない」という回答が 件あり，有効回

収数は 件（有効回収率 ％）であった．

(3) 調査結果の分析

日別に救援物資輸送を実施したトラック事業者数の推

移を示したものが図 であり，震災直後は事業者自身が

被災していたことや指揮が混乱していたこともあって，

当日すぐ被災地へ輸送できる会社は極めて少なかった．

しかし，今回のプッシュ型支援があって，物資輸送シス
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テムが緊急災害にある程度迅速に対応できる体制になっ

たため，翌日にすぐ本格的な輸送が開始された． 月

日には最初の輸送ピークを迎えた． 日に本震が発生し，

日に二度目のピークを迎えた．

月 日以後は，被災状況の安定と避難者数の減少に

伴い，中小規模の輸送事業者の物資輸送がほぼ終了した

と推測できる．

 出発地・目的地

救援物資の ％（ 件）は九州地区以外の自治体や

民間企業から直接輸送されているが，直接被災地へ輸送

された救援物資以外は，各地の一般運送業者が物資をト

ラック協会の緊急物資輸送センターへ輸送し，仕分け後

に現地のトラック事業者によって被災地へ輸送される場

合が多い．いくつかのアンケート回答から，今回の地震

では，福岡県トラック協会の筑後緊急物資輸送センター

がこのような役割をしていたものと考えられる．表 は

出発地と目的地別の主要物資集積所を示している．

 輸送経路

今回のアンケート調査対象は福岡県と熊本県内の一般

の運送業者に限られたので，輸送ルートは福岡エリア（北

九州市，久留米市・鳥栖市も含む）と熊本地震での主要

被災地間の往復経路と想定した．運転者の多くは福岡

から高速道路を走行し，熊本県内の通行止め区間の手前

の植木 で降りて，国道や県道を利用し，各主要被災地

へ物資を輸送している．また，調査結果では， ％の

回答者は高速道路を利用していない．アンケート調査の

回答から，その理由は，高速道路の渋滞と熊本管内 の

通行規制と通行止めがあったことと，高速道路の通行料

金が高かったためであることがわかる．

回収した調査票のうち，地震後の輸送経路を手描きし

た有効調査票は 件あった．地震後の輸送経路変化の

傾向を把握するため， を用いてすべての経路を入

力し， 別にまとめて分析した．

出発地と目的地により，福岡区域（古賀，大宰府など

も含める），北九州区域，鳥栖・久留米・八女区域，熊本・

益城町区域，阿蘇区域，八代・宇土・宇城・えびの市等

の南区域 つの区域に分け，輸送日ごとに経路をまとめ

て，時間の経過による経路の変化傾向を分析した．

図 は，福岡‐熊本・益城町間の輸送日別の経路変化

を示したものである．前震が発生した 月 日に輸送が

開始したが，件数は 件と少なかった．

日から 日まで，植木～熊本区間の高速道路が通行

止めになっていたため， 月 日～ 月 日の経路は多

様化し，高速道路と一般道路の両方を利用する経路があ

る． 日ころから，経路は高速道路に集中している様子

が見えるが，基本的には目的集積所付近の で降りる傾

向がある．

日別に見ると， 日には，植木 までは高速道路を利

用した経路となっているケースが多いが，南関 から先

は，有明海沿岸から熊本市内に入るルートや，山鹿，菊

池市を経由し，熊本，益城に入るルートが使われている．

植木 から先は，合志市を経由して菊陽町まで輸送した

ルートもある． 日は九州自動車道を使うルートと，古

賀付近から県道を使って，国道 号と 号を経由した

ルートが利用されている．

日は，輸送件数が最も多い日であり，経路も多様化

している．福岡市から一貫して国道 号を利用し，熊本，

益城まで輸送したルート，広川 ，南関 ，菊水 と

植木 で降りて一般道路を利用し，熊本市内に入るルー

トなど使われている． 日からのルートには，高速道路

を菊水 や植木 まで走行し，国道を経由して熊本，

益城に入る場合が多いが， 日前後から，時間の経過と

ともに，高速道路の利用区間が長くなり，熊本 や益城

熊本空港 で降りる経路となっている．

図 は，北九州―熊本・益城町の経路変化を示すもの

である． 月 日の本震発生当日から輸送事例がある．

北九州―熊本・益城町の経路は，福岡からの経路と比べ

ると，九州自動車道を走行したケースが多く，北九州及

び本州地区などから物資を輸送する場合，高速道路以外
図-11 救援物資輸送の日別の実施状況

表 2 主要救援物資集積所

福岡博多区 旧青果市場

北九州 総合派遣福祉センター

消防訓練センター

福岡中央区 旧大名小学校

福岡県庁、福岡市役所

福岡東区 九州大学病院

その他 筑後緊急物資輸送センター

筑豊緊急物資輸送センター

ヨコクラ病院

熊本東区 kkウイング

熊本中央区 熊本大学

熊本中央病院

熊本南区 アクアドームくまもと

熊本西区 ファインテラスせいじの

益城町 グランメッセ熊本

広安愛児園

その他

出
発
地

目
的
地
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の国道，県道等の情報に関する情報が不足するため，高

速道路が渋滞している場合でも，目的地近くまで高速道

路を利用する傾向があるように思われる． 月 日～

月 日は植木～熊本 の通行止めにより，植木 や菊

水 で降りる場合が多くなる．

 集積所および避難所での荷卸し作業の混雑状況・待

ち時間

図 には日別の荷卸し作業の待ち時間を示している．

図 より，混雑がある時は最長 時間を超える待ち時間

があり，極めて待ち時間が長く，荷卸し作業の非効率性

と混乱が推察される．

荷卸し作業の待ち時間は震災後約 週間から 日で減

少する傾向が現れている．表 は熊本県内の主要集積所

を目的地としたケースの荷卸し作業の待ち時間をまとめ

たものである． 月 日～ 日には荷卸しの待ち時間が

分（ 時間）を超えるケースが多く，当初の混乱の様

子が想像できる． 月 日のグランメッセ熊本 ， 月

日の ウイング，益城町役所では ～ 時間を超える

待ち時間が報告されている．西原村では， 月 日は

時間， 月 日も 時間を要している．

 輸送所要時間と荷卸しの待ち時間の比較

アンケート調査では，出発から目的地に到着するまで

の所要時間を尋ねていなかったので，通行止め解除段階

ごとに，交通量配分によって得られるリンク所要時間を

用いて，地震発生からの経過に伴う所要時間の推定を試

みた．推定日は地震前（ 月 日）と， 月 日～ 月

日の連続 日とした．また，出発地は福岡市と北九州

市（門司区），目的地は熊本市と益城町とした．上述の計

算から求めた所要時間の推定値は， で求めた現

在の２地点走行の所要時間と地震前の所要時間の比を用

いて補正したものである．

月 日の所要時間が 組の ともに最長となってお

り，いずれも 時間程度であったが， 以後は漸次減

少を始め， ～ 時間程度に短縮し，地震前のレベルに近

づいている．図 は輸送の地震前後の所要時間差から求

めた平均遅れ時間とアンケートによる荷卸しの平均待ち
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図 14 日別の荷卸し作業の待ち時間

図 12 福岡―熊本・益城町の経路変化
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図 13 北九州―熊本・益城町の経路変化
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時間との関係を示すものである．図 を見ると， 月

日から九州自動車道の通行止め解除に伴い，輸送の遅れ

時間は荷卸しの平均待ち時間より ～ 時間程度短かった．

このことから，今回の熊本地震では，支援物資が迅速

に被災者へ届かない原因として，荷卸し作業の混雑は交

通渋滞などより影響が大きかったと推察できる．

5. 熊本地震における緊急支援物資輸送の改善点と

問題点

過去の問題がどのように改善されたのか，また，改善

できなかった問題と新たに生じた問題を明らかにするた

め，これまで得られた熊本地震後の救援物資輸送の記録

と情報及びアンケート調査に加えて，緊急物資輸送の実

態を最もよく把握していると思われる，福岡県と熊本県

のトラック協会へのヒアリング調査を行った．そして，

これらの調査結果を次のように整理した．

(1) 熊本地震で改善した問題点

東日本大震災の教訓を踏まえて，プッシュ型の救援物

資輸送は，今回の熊本地震で初めて本格的に行われるこ

とになった．政府が主導した集積拠点までの「プッシュ

型」幹線輸送については，

①集積拠点での備蓄物資の不足，遅れ，物資の数量と種

類が被災者のニーズにマッチしないという問題はかなり

改善された．

②拠点運営は十分とは言えないが，集積拠点までの物資

輸送は比較的効率化された．

③今回の地震後では，仕分け，配分，配送は，各地のト

ラック協会を通して，専門的な知識を持つ民間の物流事

業者に大量委託したため，物資の供給は前回よりスムー

ズに行われたが，物流業者への委託が遅れ，混乱を招い

た集積所もあり， 週間程度の混乱が生じていた．

(2) 熊本地震における救援物資の問題点

アンケート調査より

①熊本県外の主要集積地として，福岡県（隣県）は今回

地震後で重要な役割を果たしていた．

②高速道路の通行規制による渋滞と料金軽減政策なしに

よる一般道路の迂回利用は，輸送遅れ時間が長くなった

ことの要因である．

③余剰物資 の増大と滞留問題について，荷卸し作業の

待ち時間は震災後約 日間で減少する傾向があったが，

表 によれば， 月以降でも荷卸し作業の混乱が生じた

ことが見られた．

④熊本地震では，平均的には，交通混雑による輸送の遅

れよりも集積拠点での荷卸し作業遅れの方が長かった．

）ヒアリング調査より

①物流専門家，物流機材，現場作業員が不足していた．

② 次集積拠点が被災しており，代替場所を準備していな

かった．

③防災訓練が不十分であり，荷卸し，仕分け，積み込み

の方法も合理的ではなかった．

④支援の初期段階では，避難所にも「プッシュ型」支援

で物資を届けた方がよい．

⑤ 段階輸送の非効率性を実感した．ラストワンマイル

について，具体的な計画を持っていなかった．

⑥熊本県内集積所の集積機能が飽和になり，水・毛布・

簡易トイレ類の物資が余剰になったため，福岡県内の倉

図 15 遅れ時間と荷卸しの待ち時間の推移
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表-3 主要集積所の荷卸し作業の待ち時間（ 時間以上に着色）

施設名 4月15日 4月16日 4月17日 4月18日 4月19日 4月20日 4月21日 4月22日 4月23日 4月24日 4月26日 4月29日 4月30日 5月以後 不明

kkウイング

熊本大学（病院）

アクアドームくまもと

グランメッセ熊本

ファインテラスせいじの

東部浄化センター

流通団地

広安愛児園

益城町役所

西原村
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庫に移送されたことがあった．

(3) 対応策の提案

熊本地震では，被災者に物資が届かない原因は道路混

雑による遅ればかりではなく，集積拠点での物資積み下

ろし作業の混乱が大きかった．したがって，今後は次の

ような対応策を考えるべきである．

①訓練の強化が必要である．

②ピンポイントで設けられた拠点ではなく，それぞれの

地域に集積拠点を設ける必要がある．福岡県トラック協

会が設置した筑後・筑豊・北九州緊急物資輸送センター

のような大型のトラックが往来できる，支援物資の備蓄

や被災者が避難できる総合的な施設の建設が望ましい．

③各物資集積所で迅速に対応できる物流専門家と物資運

搬の効率化に必要な機材の配備計画が不可欠である．

④集積拠点での荷卸し，仕分け，積み込みを岩手方式

で行う．

⑤集積拠点だけではなく，避難所（少なくとも学校や公

民館）への物資供給も初期に「プッシュ型」支援で行う

べきである．

⑥ 次拠点と避難所の距離が長くなければ， 次拠点を省

いて直接輸送することが望ましい．

 
6 結 論

本研究では，これまでの災害時の交通輸送問題につい

て概観した後に，①熊本地震による道路の被災による九

州全域の広域交通流動への影響と，②九州地区内の救援

物資輸送の実態に関して分析を行い，熊本地震から明ら

かになった道路網の機能と輸送･物流における防災上の

問題点と対策について考察を行った．結論は以下のとお

りである．

①通行止め箇所影響について

地震直後の全面通行止め箇所は ヶ所で九州全域に

及んでいるが，約 週間後の 月 日までに箇所数にし

て 分の 程度が解除され， 箇所まで減少した．さら

に約 年をかけて 分の の 箇所程度に減少し，平

成 年末には 箇所になっている．九州全域で復旧が

進み，相対的に熊本県の被害全体に占める割合が増加し

た．長期にわたって熊本県内に道路混雑が残った．

最も損失の大きかった地震直後の 月 日においては，

約 億円の時間損失が生じた．これは地震発生前の九州

全域の総走行時間費用の約 ％にあたる増加であり，熊

本県では 億円の時間損失で地震発生前の熊本県の総走

行時間費用の約 ％にあたる増加であった．累計の時間

損失額は，平成 年度末までに九州全域で約 億円に

上り，電気，ガス施設の物的被害にも匹敵する金額であ

ることがわかった．

③緊急物資輸送の体制について

通行止めによる道路混雑に起因する輸送の遅れよりも，

物流集積拠点での混乱による遅れの影響が大きいことが

わかった．

物流集積拠点での混乱の原因はいくつかあるが，第

に，防災訓練が不十分で，荷卸し，仕分け，積み込みの

方法が合理的ではなかったことが大きい．このため，現

場が大変混乱し，荷卸しの待機時間が大変長くなってい

た．また，熊本県が事前に指定した 次集積拠点の「グ

ランメッセ熊本」が被災したため，集積拠点として機能

しなかったことも災いし，輸送先を急遽「 ウイング」

に移動したため，混乱が起きた．集積拠点の代替性につ

いても今後考えていく必要がある．

第 に，拠点の階層性の問題，プッシュ型支援とプル

型支援のバランスの問題がある．熊本地震では， 次拠点

の設置が労力と時間のロスとなった．すなわち，ラスト

ワンマイルについて具体的な計画や現地での物資の配送

計画を持っていなかった．また，「プル型」支援では避難

所で必要な物資の内容と量を調べるのに時間がかかった．

今後は，初期の段階では，避難所にも「プッシュ型」で

支援する方策も考えておくべきである．

謝辞：本調査に回答して頂いた各トラック事業者とトラ

ック協会の方々に厚く御礼を申し上げます．

補注

『プッシュ型』は，発災直後などニーズ情報が十分に入らな

い場合に，概ねの被害状況などを踏まえて国が被災地以外の地域

から食料など当面必要な物資を現地に送り込むもの．『プル型』

は，支援物資のニーズ情報が十分に得られる被災地へ，ニーズに

応じて物資を供給する通常の物資支援の場合の輸送方法．

出発地と目的地の間の移動交通量

想定容量を超える自動車が殺到して交差点などで渋滞が生じ，

四方に延びた渋滞の列が別の交差点の通行を妨げ，次々と渋滞が

連鎖していく現象．

大規模災害発生時に被災地で緊急車両等が通行可能となるよ

うに道路上の瓦礫等の除去処理を行い，救援ルートを確保する作

業のこと．

道路の未整備のため路線が途中で途切れている区間を指す．

点間（出発地と目的地）の交通量が推定されたとき， 点間

を結ぶ経路を利用する交通量を経路の所要時間や費用などを用

いて経路別に配分し，それらを重ね合わせて道路区間の交通量を

推定すること．

実際の通行止めの解除は時々刻々行われているが，規制開始

が ： までは当日は全日規制があったものとした．

実測交通量 設計交通量で算出される道路の混み具合を表す

数値．一般には 以上で混雑と判定．

総走行時間に対して時間費用評価

=ΣΣ ×T ×α ，ここに， ：通行止め段階 の

総走行時間費用（円 日）， ：通行止め段階 におけるリンク
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の車種 の交通量（台 日）， ：通行止め段階 におけるリ

ンク の車種 の走行時間（分），α：車種 の時間価値原単位

（円 分・台）（乗用車 ，小型貨物 ，普通貨物 ）．

熊本地震デジタルアーカイブにおける「熊本地震のおおむね

か月間の対応に関する検証報告書」によれば，総被害額 兆

億円，うち建築物 兆 億円，商工関係 億円，公共土木

施設 億円，農林水産 億円・・・などとなっている．

次集積拠点の「グランメッセ熊本」は 月 日の本震で

被災し，使用不能となり， 次集積拠点は「 ウイング」に移動

した．

各避難所へ輸送完了後余剰した物資や，あまりの膨大な量に

仕分け作業が短時間でできない物資．

物流では，最終拠点からエンドユーザーへ商品 物資 を届け

る物流の最後の区間，あるいはそのサービス．

支援側からの貨物車が一次集積所の中まで入り， か所です

べての荷卸しを完了する．降ろされた物資はヤードに品目別に整

理して保管される．１次集積所から先の輸送については，別の場

所で物資をヤードから積み込みして出発する．
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